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   高山市印鑑条例の一部を改正する条例について 

 

 高山市印鑑条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。 
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提案理由 

 住民基本台帳法施行令の改正等に伴い改正しようとする。 

   

 

 



   高山市印鑑条例の一部を改正する条例 

 高山市印鑑条例（昭和５２年高山市条例第２０号）の一部を次のように改正する。 

改  正  前 改  正  後 

（登録の資格） （登録の資格） 

第２条 住民基本台帳法（昭和４２年法律第８

１号。以下「法」という。）に基づき、本市の

住民基本台帳に記録されている者は、１人１

個に限り印鑑の登録を受けることができる。 

第２条 住民基本台帳法（昭和４２年法律第８

１号。以下「法」という。）に基づき、本市が

備える住民基本台帳に記録されている者は、

１人１個に限り印鑑の登録を受けることがで

きる。 

２ （略） ２ （略） 

  

（登録することができない印鑑） （登録することができない印鑑） 

第５条 市長は、登録を受けようとする印鑑が

次に掲げるもののうちいずれかに該当する場

合には、当該印鑑の登録をすることができな

い。 

第５条 市長は、登録を受けようとする印鑑が

次に掲げるもののうちいずれかに該当する場

合には、当該印鑑の登録をすることができな

い。 

⑴ 住民基本台帳に記録されている氏名、氏、

名若しくは住民基本台帳法施行令（昭和４

２年政令第２９２号）第３０条の２６第１

項に規定する通称（以下「通称」という。）

又は氏名若しくは通称の一部を組み合わせ

たもので表していないもの 

⑴ 住民基本台帳に記録されている氏名、氏、

名、住民基本台帳法施行令（昭和４２年政令

第２９２号。以下「令」という。）第３０条

の１３に規定する旧氏（以下「旧氏」とい

う。）若しくは令第３０条の１６第１項に規

定する通称（以下「通称」という。）又は氏

名、旧氏若しくは通称の一部を組み合わせ

たもので表していないもの 

⑵ 職業、資格その他氏名又は通称以外の事

項を表しているもの 

⑵ 職業、資格その他氏名、旧氏又は通称以外

の事項を表しているもの 

⑶～⑺ （略） ⑶～⑺ （略） 

２ （略） ２ （略） 

  

（印鑑登録原票） （印鑑登録原票） 

第６条 市長は、印鑑登録原票を備え、印影のほ

か当該登録申請者に係る次に掲げる事項を登

録するものとする。 

第６条 市長は、印鑑登録原票を備え、印影のほ

か当該登録申請者に係る次に掲げる事項を登

録するものとする。 



⑴・⑵ （略） ⑴・⑵ （略） 

⑶ 氏名（外国人住民に係る住民票に通称が

記録されている場合にあつては、氏名及び

通称） 

⑶ 氏名（氏に変更があつた者に係る住民票

に旧氏の記載（法第６条第３項の規定によ

り磁気ディスク（これに準ずる方法により

一定の事項を確実に記録しておくことがで

きる物を含む。以下同じ。）をもつて調製す

る住民票にあつては、記録。以下同じ。）が

されている場合にあつては氏名及び当該旧

氏、外国人住民に係る住民票に通称の記載

がされている場合にあつては氏名及び当該

通称） 

⑷ （略） ⑷ （略） 

⑸ 男女の別  

⑹～⑻ （略） ⑸～⑺ （略） 

２ 市長は、統合管理する限り、印影と印影以外

の事項とを別葉の印鑑登録原票に登録するこ

とができる。この場合において、印影以外の事

項を登録した印鑑登録原票については、磁気

テープ（これに準ずる方法により一定の事項

を確実に記録しておくことができる物を含

む。以下同じ。）をもつて調製することができ

る。 

２ 市長は、統合管理する限り、印影と印影以外

の事項とを別葉の印鑑登録原票に登録するこ

とができる。この場合において、印影以外の事

項を登録した印鑑登録原票については、磁気

ディスクをもつて調製することができる。 

  

（印鑑登録証明書） （印鑑登録証明書） 

第１１条 印鑑登録証明書は、印鑑登録原票に

登録されている印影の写し（印鑑登録原票に

登録されている印影を光学画像読取装置（こ

れに準ずる方法により一定の画像を正確に読

み取ることができる機器を含む。）により読み

取つて磁気テープに記録したものに係るプリ

ンターからの打出しを含む。以下同じ。）につ

いて市長が証明するものとし、あわせて次に

掲げる事項を記載するものとする。 

第１１条 印鑑登録証明書は、印鑑登録原票に

登録されている印影の写し（印鑑登録原票に

登録されている印影を光学画像読取装置（こ

れに準ずる方法により一定の画像を正確に読

み取ることができる機器を含む。）により読み

取つて磁気ディスクに記録したものに係るプ

リンターからの打出しを含む。以下同じ。）に

ついて市長が証明するものとし、あわせて次

に掲げる事項を記載するものとする。 

⑴ 氏名（外国人住民に係る住民票に通称が ⑴ 氏名（氏に変更があつた者に係る住民票



記録されている場合にあつては、氏名及び

通称） 

に旧氏の記載がされている場合にあつては

氏名及び当該旧氏、外国人住民に係る住民

票に通称の記載がされている場合にあつて

は氏名及び当該通称） 

⑵ （略） ⑵ （略） 

⑶ 男女の別  

⑷ （略） ⑶ （略） 

⑸ 外国人住民のうち非漢字圏の外国人住民

が住民票の備考欄に記録されている氏名の

片仮名表記又はその一部を組み合わせたも

ので表されている印鑑により登録を受ける

場合にあつては、当該氏名の片仮名表記 

⑷ 外国人住民のうち非漢字圏の外国人住民

が住民票の備考欄に記載がされている氏名

の片仮名表記又はその一部を組み合わせた

もので表されている印鑑により登録を受け

る場合にあつては、当該氏名の片仮名表記 

２ （略） ２ （略） 

  

（印鑑登録の抹消） （印鑑登録の抹消） 

第１４条 市長は、印鑑の登録を受けている者

が転出（本市の区域外へ住所を移すことをい

う。以下同じ。）し、死亡し、又は氏名、氏若

しくは名（外国人住民にあつては、通称又は氏

名の片仮名表記を含む。）を変更（変更したこ

とに伴い第５条第１項第１号の規定に該当

し、又は同条第２項の規定に該当しないこと

により登録することができないときに限る。）

したとき又は外国人住民にあつては法第３０

条の４５の表の上欄に掲げる者でなくなつた

とき（日本国籍を取得した場合を除く。）、そ

の他その者に係る印鑑の登録を抹消すべき事

由が生じたことを知つたときは職権で、当該

印鑑の登録を抹消するものとする。 

第１４条 市長は、印鑑の登録を受けている者

が転出（本市の区域外へ住所を移すことをい

う。以下同じ。）し、死亡し、又は氏名、氏（氏

に変更があつた者にあつては、住民票に記載

がされている旧氏を含む。）若しくは名（外国

人住民にあつては、通称又は氏名の片仮名表

記を含む。）を変更（変更したことに伴い第５

条第１項第１号の規定に該当し、又は同条第

２項の規定に該当しないことにより登録する

ことができないときに限る。）したとき又は外

国人住民にあつては法第３０条の４５の表の

上欄に掲げる者でなくなつたとき（日本国籍

を取得した場合を除く。）、その他その者に係

る印鑑の登録を抹消すべき事由が生じたこと

を知つたときは職権で、当該印鑑の登録を抹

消するものとする。 

２・３ （略） ２・３ （略） 



   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和元年１１月５日（以下「施行日」という。）から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の第５条第１項、第６条第１項及び第１１条第１項の規定は、施行日以後に登録を受け

る印鑑及び交付する印鑑登録証明書について適用し、施行日前までに登録を受けた印鑑及び交付

した印鑑登録証明書については、なお従前の例による。 

  


